
　

６
月
13
日
、
被
用
者
保
険
の
適
用
拡
大
な
ど
を
柱
と
し
た
年
金
改
革
法

（
以
下
、
「
改
革
法
」
と
略
す
。
）
が
参
議
院
本
会
議
で
可
決
・
成
立
し
た
。

政
府
は
、
当
初
、
３
月
に
国
会
へ
の
提
出
を
予
定
し
て
い
た
が
、
基
礎
年
金

の
底
上
げ
策
を
め
ぐ
っ
て
、
自
民
党
内
の
意
見
が
ま
と
ま
ら
ず
、
法
案
の
国

会
提
出
が
５
月
17
日
と
大
幅
に
遅
れ
た
結
果
、
国
会
審
議
は
き
わ
め
て
不
十

分
な
も
の
と
な
っ
た
。

　

ま
た
、
基
礎
年
金
の
底
上
げ
策
に
つ
い
て
は
、
法
案
か
ら
一
旦
削
除
さ
れ

た
が
、
衆
議
院
に
お
い
て
基
礎
年
金
の
底
上
げ
策
を
復
活
さ
せ
る
修
正
が
行

わ
れ
た
。
こ
の
基
礎
年
金
の
底
上
げ
策
に
つ
い
て
は
、
厚
生
年
金
積
立
金
の

活
用
を
前
提
と
し
て
い
る
等
の
問
題
が
指
摘
さ
れ
、
国
民
の
理
解
も
十
分
と

は
言
え
な
い
。
こ
の
間
、
退
職
者
連
合
・
地
公
退
は
、
基
礎
年
金
の
底
上
げ

策
と
し
て
、
被
用
者
年
金
の
適
用
拡
大
及
び
基
礎
年
金
の
拠
出
期
間
の
45
年

化
を
優
先
し
て
実
現
す
る
よ
う
に
取
り
組
み
を
進
め
て
き
た
。

　

以
下
に
、
今
回
の
年
金
改
革
法
の
概
要
に
触
れ
な
が
ら
、
低
年
金
対
策
と

し
て
の
基
礎
年
金
の
底
上
げ
に
関
わ
っ
て
、
制
度
の
仕
組
み
や
退
職
者
連

合
・
地
公
退
の
考
え
方
等
に
つ
い
て
、
報
告
す
る
。

 

年
金
財
政
は
健
全
に
推
移
す
る
も
低
年
金
対
策
は
不
十
分

　

２
０
２
４
年
７
月
、
５
年
に
一
度
行
わ
れ
る
公
的
年
金
制
度
の
「
財
政
検

証
」
結
果
が
公
表
さ
れ
、
公
的
年
金
の
収
支
及
び
長
期
的
な
財
政
状
況
は
、

２
０
１
９
年
の
財
政
検
証
の
見
通
し
よ
り
も
好
転
し
て
い
る
こ
と
が
示
さ
れ

た
。
要
因
と
し
て
は
、
こ
の
間
の
被
用
者
保
険
の
適
用
拡
大
等
の
制
度
改
革

に
よ
っ
て
高
齢

者
と
女
性
の
労

働
参
加
が
進
み
、

年
金
の
加
入
者

が
増
え
た
こ
と

と
、
積
立
金
の

運
用
状
況
が
好

調
だ
っ
た
こ
と

が
あ
げ
ら
れ
る
。

　

今
回
の
改
革

法
は
、
こ
の
間

の
改
革
を
さ
ら

に
堅
調
に
進
め
、

年
金
制
度
の
持

続
可
能
性
を
高

め
る
こ
と
と
合
わ
せ
て
、
働
き
方
や
男
女
の
差
等
に
中
立
的
で
、
ラ
イ
フ
ス

タ
イ
ル
や
家
族
構
成
等
の
多
様
化
を
踏
ま
え
た
内
容
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
る
。

し
か
し
、
被
用
者
保
険
の
適
用
拡
大
の
改
革
ペ
ー
ス
後
退
、
基
礎
年
金
加
入

期
間
延
長
の
先
送
り
等
、
低
年
金
対
策
へ
の
踏
み
込
み
の
不
十
分
さ
は
否
め

な
い
。
今
回
の
改
革
法
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

■
被
用
者
保
険
の
適
用
拡
大

　

今
回
の
改
革
法
の
目
玉
は
、
被
用
者
保
険
の
適
用
拡
大
だ
。
国
民
年
金
・

基
礎
年
金
の
み
で
老
後
を
迎
え
る
よ
り
も
、
厚
生
年
金
に
加
入
す
る
期
間
を

長
く
し
た
方
が
老
後
の
生
活
に
有
利
な
の
は
明
ら
か
だ
。
２
０
１
２
（
Ｈ

年
金
財
政
は
健
全
に
推
移
す
る
も
低
年
金
対
策
は
不
十
分

年
金
財
政
は
健
全
に
推
移
す
る
も
低
年
金
対
策
は
不
十
分

年
金
財
政
は
健
全
に
推
移
す
る
も
低
年
金
対
策
は
不
十
分

年
金
財
政
は
健
全
に
推
移
す
る
も
低
年
金
対
策
は
不
十
分

年
金
財
政
は
健
全
に
推
移
す
る
も
低
年
金
対
策
は
不
十
分

年
金
財
政
は
健
全
に
推
移
す
る
も
低
年
金
対
策
は
不
十
分

年
金
財
政
は
健
全
に
推
移
す
る
も
低
年
金
対
策
は
不
十
分

年
金
財
政
は
健
全
に
推
移
す
る
も
低
年
金
対
策
は
不
十
分

年
金
財
政
は
健
全
に
推
移
す
る
も
低
年
金
対
策
は
不
十
分

年
金
財
政
は
健
全
に
推
移
す
る
も
低
年
金
対
策
は
不
十
分

年
金
財
政
は
健
全
に
推
移
す
る
も
低
年
金
対
策
は
不
十
分

年
金
財
政
は
健
全
に
推
移
す
る
も
低
年
金
対
策
は
不
十
分

年
金
財
政
は
健
全
に
推
移
す
る
も
低
年
金
対
策
は
不
十
分

年
金
財
政
は
健
全
に
推
移
す
る
も
低
年
金
対
策
は
不
十
分

年
金
財
政
は
健
全
に
推
移
す
る
も
低
年
金
対
策
は
不
十
分

年
金
財
政
は
健
全
に
推
移
す
る
も
低
年
金
対
策
は
不
十
分

24
）
年
か
ら
、
厚
生
年
金
に
加
入
し
て
い
な
い
短
時
間
労
働
者
を
対
象
に
し

て
、
被
用
者
保
険
へ
の
適
用
拡
大
が
進
め
ら
れ
て
き
た
。
改
革
法
で
は
、
賃

金
要
件
（
１
０
６
万
円
の
壁
）
は
法
律
の
公
布
の
日
か
ら
３
年
以
内
に
撤
廃

と
さ
れ
た
が
、
企
業
規
模
要
件
の
撤
廃
に
つ
い
て
は
、
当
初
予
定
し
た
２
０

２
９
年
か
ら
６
年
間
先
送
り
し
た
２
０
３
５
年
に
完
了
す
る
と
い
う
ペ
ー
ス

ダ
ウ
ン
し
た
も
の
と
な
っ
た
。

■
在
職
老
齢
年
金
制
度
の
見
直
し

　

在
職
老
齢
年
金
制
度
は
、
65
歳
以
降
、
働
き
な
が
ら
年
金
を
受
給
し
て
い

る
場
合
、
賃
金
と
年
金
の
合
計
額
（
基
礎
年
金
は
対
象
外
）
が
50
万
円
（
２

０
２
４
年
度
）
を
上
回
る
と
、
賃
金
２
に
対
し
年
金
１
が
支
給
停
止
と
な
る

も
の
だ
。
今
回
の
改
革
法
で
は
、
支
給
停
止
と
な
る
収
入
基
準
額
を
62
万
円

に
引
き
上
げ
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

■
標
準
報
酬
月
額
の
上
限
の
見
直
し

　

ま
た
、
標
準
報
酬
月
額
の
上
限
の
見
直
し
は
、
上
限
額
の
現
行
65
万
円
を

75
万
円
に
引
き
上
げ
る
。
在
職
老
齢
年
金
制
度
の
見
直
し
に
よ
っ
て
、
年
金

財
政
の
支
出
が
増
え
、
所
得
代
替
率
へ
の
影
響
は
▲
０
・
２
％
（
報
酬
比
例

部
分
）
と
試
算
さ
れ
て
い
る
。
反
対
に
、
標
準
報
酬
月
額
の
上
限
の
見
直
し

に
よ
る
所
得
代
替
率
へ
の
影
響
は
＋
０
・
２
％
（
報
酬
比
例
部
分
）
と
試
算

さ
れ
て
い
る
。
標
準
報
酬
月
額
の
上
限
の
見
直
し
に
よ
る
プ
ラ
ス
効
果
が
、

在
職
老
齢
年
金
制
度
の
見
直
し
に
よ
る
マ
イ
ナ
ス
効
果
を
埋
め
合
わ
せ
る
関

係
と
な
っ
て
い
る
。

■
遺
族
年
金
の
見
直
し

　

共
働
き
世
帯
が
増
え
る
中
で
、
男
性
が
主
た
る
家
計
の
担
い
手
等
の
古
い

考
え
方
が
年
金
制
度
の
中
に
も
残
っ
て
い
る
。
今
回
の
改
革
法
に
は
、
遺
族

年
金
制
度
が
そ
の
一
つ
だ
が
、
時
代
に
合
わ
な
く
な
っ
た
制
度
の
見
直
し
と

し
て
、
制
度
上
の
男
女
差
の
解
消
、
子
の
加
算
と
配
偶
者
の
加
給
年
金
の
見

直
し
が
盛
り
込
ま
れ
た
。

■
将
来
の
基
礎
年
金
の
給
付
水
準
の
底
上
げ

　

将
来
的
に
基
礎
年
金
の
給
付
水
準
の
低
下
が
見
込
ま
れ
る
中
で
、
基
礎
年

金
の
底
上
げ
策
（
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
の
調
整
期
間
の
一
致
）
を
実
施
す

る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
、
次
回
２
０
２
９
年
の
財
政
検
証
時
に
判
断
す
る
規

定
が
附
則
に
盛
り
込
ま
れ
た
。
ま
た
、
こ
の
措
置
を
導
入
し
た
際
に
、
一
時

的
に
厚
生
年
金
の
給
付
水
準
の
低
下
が
指
摘
さ
れ
て
い
た
が
、
そ
の
場
合
の

影
響
を
緩
和
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

■
第
３
号
被
保
険
者
制
度

　

第
３
号
被
保
険
者
制
度
は
働
き
方
に
中
立
な
制
度
と
い
え
ず
、
将
来
的
に

廃
止
に
向
け
た
検
討
が
求
め
ら
れ
る
。
連
合
や
退
職
者
連
合
だ
け
で
な
く
、

経
済
団
体
か
ら
も
見
直
し
を
求
め
る
意
見
が
出
さ
れ
、
改
革
法
に
検
討
規
定

が
設
け
ら
れ
た
。

 

危
惧
さ
れ
る
将
来
的
な
基
礎
年
金
の
給
付
水
準
の
低
下

　

改
革
法
に
は
、
基
礎
年
金
の
底
上
げ
策
が
復
活
す
る
こ
と
と
な
っ
た
が
、

低
年
金
対
策
が
今
後
も
年
金
制
度
改
革
の
大
き
な
課
題
で
あ
る
。
こ
の
間
の

財
政
検
証
か
ら
は
、
将
来
的
に
基
礎
年
金
の
財
政
が
悪
化
し
、
給
付
水
準
の

低
下
が
危
惧
さ
れ
て
い
る
。
そ
も
そ
も
将
来
的
な
基
礎
年
金
財
政
の
悪
化
が

な
ぜ
起
こ
る
の
か
、
制
度
の
基
本
に
立
ち
返
っ
て
、
考
え
て
み
た
い
。

危
惧
さ
れ
る
将
来
的
な
基
礎
年
金
の
給
付
水
準
の
低
下

危
惧
さ
れ
る
将
来
的
な
基
礎
年
金
の
給
付
水
準
の
低
下

危
惧
さ
れ
る
将
来
的
な
基
礎
年
金
の
給
付
水
準
の
低
下

危
惧
さ
れ
る
将
来
的
な
基
礎
年
金
の
給
付
水
準
の
低
下

危
惧
さ
れ
る
将
来
的
な
基
礎
年
金
の
給
付
水
準
の
低
下

危
惧
さ
れ
る
将
来
的
な
基
礎
年
金
の
給
付
水
準
の
低
下

危
惧
さ
れ
る
将
来
的
な
基
礎
年
金
の
給
付
水
準
の
低
下

危
惧
さ
れ
る
将
来
的
な
基
礎
年
金
の
給
付
水
準
の
低
下

危
惧
さ
れ
る
将
来
的
な
基
礎
年
金
の
給
付
水
準
の
低
下

危
惧
さ
れ
る
将
来
的
な
基
礎
年
金
の
給
付
水
準
の
低
下

危
惧
さ
れ
る
将
来
的
な
基
礎
年
金
の
給
付
水
準
の
低
下

危
惧
さ
れ
る
将
来
的
な
基
礎
年
金
の
給
付
水
準
の
低
下

危
惧
さ
れ
る
将
来
的
な
基
礎
年
金
の
給
付
水
準
の
低
下

危
惧
さ
れ
る
将
来
的
な
基
礎
年
金
の
給
付
水
準
の
低
下

危
惧
さ
れ
る
将
来
的
な
基
礎
年
金
の
給
付
水
準
の
低
下

危
惧
さ
れ
る
将
来
的
な
基
礎
年
金
の
給
付
水
準
の
低
下

年
金
改
革
法
が
成
立 

充
分
な
審
議
つ
く
さ
れ
ず

被
用
者
保
険
の
適
用
拡
大
な
ど
更
な
る
低
年
金
対
策
が
今
後
の
課
題

図表１　今回の年金改革法の主な内容

明説目項

被用者保険の
適用拡大

・短時間労働者の適用要件のうち、賃金
要件を撤廃するとともに、企業規模要
件を令和９年10月１日から令和17年10
月１日までの間に段階的に撤廃する。

・常時５人以上を使用する個人事業所の
非適用業種を解消し、被用者保険の適
用事業所とする。

在職老齢年金
制度の見直し

支給停止となる収入基準額を50万円から
62万円に引き上げる。

遺族年金の
見直し

遺族厚生年金の男女差解消のため、18歳
未満の子のない20～50代の配偶者を原則
５年の有期給付の対象とし、60歳未満の
男性を新たに支給対象とする。

厚生年金保険
等の標準報酬
月額の上限の
段階的引上げ

負担能力に応じた負担を求め、将来の給
付を充実する観点から、標準報酬月額の
上限額を65万円から75万円に段階的に引
き上げる。

出所：厚生労働省資料より地公退作成

No.159
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■
２
０
０
４
年
に
持
続
可
能
性
を
高
め
た
年
金
制
度
へ
改
正

　

少
子
高
齢
化
が
、
持
続
可
能
な
年
金
制
度
に
深
刻
な
影
響
を
及
ぼ
す
と
受

け
止
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
の
は
１
９
９
０
年
代
後
半
で
あ
っ
た
。
２
０

０
０
年
代
に
入
っ
て
、
現
状
の
年
金
制
度
に
対
す
る
抜
本
的
な
改
革
の
機
運

が
高
ま
り
、
２
０
０
４
年
に
大
幅
な
改
正
が
行
わ
れ
た
（
図
表
２
）
。

　

現
行
の
年
金
制
度
は
、
賦
課
方
式
（
現
役
世
代

か
ら
高
齢
世
代
へ
の
仕
送
り
）
で
運
営
さ
れ
て
い

る
の
で
、
①
の
保
険
料
率
の
上
限
を
18
・
３
％
に

固
定
す
れ
ば
、
③
の
積
立
金
を
活
用
し
て
も
、

徐
々
に
収
支
バ
ラ
ン
ス
が
悪
化
し
、
年
金
制
度
の

持
続
可
能
性
に
疑
義
が
生
じ
る
こ
と
と
な
る
。
そ

れ
を
防
ぐ
た
め
に
、
導
入
さ
れ
た
の
が
④
の
マ
ク

ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
で
あ
る
。
単
刀
直
入
に
言
う
と
、

「
将
来
世
代
の
年
金
給
付
水
準
を
一
定
程
度
確
保

す
る
た
め
に
、
す
で
に
年
金
を
受
給
し
て
い
る
皆

さ
ん
の
年
金
額
を
少
し
ず
つ
減
ら
さ
せ
て
く
だ
さ

い
」
と
い
う
の
が
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
調
整
で
あ
り
、
こ
れ
ら
の
改
正
に

よ
り
制
度
の
持
続
可
能
性
が
高
め
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

■
デ
フ
レ
経
済
下
で
国
民
年
金
と
厚
生
年
金
の
財
政
が
悪
化

　

２
０
０
４
年
の
財
政
再
計
算
時
の
見
通
し
で
は
、
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド

調
整
を
発
動
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
厚
生
年
金
（
報
酬
比
例
部
分
）
と
基
礎

年
金
の
給
付
水
準
の
調
整
が
２
０
２
３
年
に
終
了
す
る
見
込
み
と
な
っ
て
い

た
（
図
３
の
①
）
。
２
０
０
４
年
の
改
正
時
の
年
金
額
の
改
定
の
仕
組
み
は
、

高
度
経
済
成
長
期
以
降
の
昭
和
の
時
代

に
は
当
た
り
前
だ
っ
た
「
賃
金
の
上
昇

が
物
価
の
上
昇
を
上
回
る
」
と
い
う
経

済
前
提
の
も
と
で
、
安
定
し
た
年
金
財

政
が
維
持
で
き
る
よ
う
に
組
み
立
て
ら

れ
て
い
た
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
こ
の
マ
ク
ロ
経
済

ス
ラ
イ
ド
調
整
が
導
入
さ
れ
た
２
０
０

４
年
以
降
、
デ
フ
レ
経
済
が
続
き
、
物

価
が
上
昇
し
な
い
だ
け
で
な
く
、
賃
金

が
物
価
よ
り
さ
ら
に
低
下
し
、
実
質
賃

金
の
伸
び
が
マ
イ
ナ
ス
と
な
る
状
況
が

生
じ
て
い
た
。
そ
の
た
め
、
賃
金
や
物

価
が
上
昇
し
た
場
合
に
効
果
を
発
揮
す

る
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
調
整
は
、
２

０
０
４
年
か
ら
10
年
間
、
実
施
さ
れ
る

こ
と
は
な
く
、
よ
う
や
く
２
０
１
５
年

に
初
め
て
発
動
さ
れ
た
。
デ
フ
レ
経
済

下
で
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
調
整
が
発

動
で
き
な
か
っ
た
こ
と
が
、
結
果
と
し

て
国
民
年
金
と
厚
生
年
金
の
財
政
に
マ
イ
ナ
ス
の
影
響
を
及
ぼ
し
、
基
礎
年

金
の
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
の
調
整
期
間
が
長
引
く
こ
と
と
な
っ
た
。

■
基
礎
年
金
の
財
政
が
よ
り
大
き
な
ダ
メ
ー
ジ
を
受
け
た
主
な
要
因

　

図
３
の
②
に
２
０
２
４
年
の
財
政
検
証
時
の
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
調
整

の
見
通
し
を
示
し
た
。
厚
生
年
金
（
報
酬
比
例
部
分
）
は
、
２
０
２
６
年
に

調
整
が
終
了
す
る
も
の
の
、
基
礎
年
金
は
、
２
０
５
７
年
に
終
了
し
、
給
付

水
準
（
所
得
代
替
率
）
が
３
割
ほ
ど
低
下
す
る
。
基
礎
年
金
の
マ
ク
ロ
経
済

ス
ラ
イ
ド
調
整
が
報
酬
比
例
部
分
よ
り
大
幅
に
長
引
く
こ
と
と
な
っ
た
が
、

主
な
要
因
は
、
報
酬
比
例
部
分
と
基
礎
年
金
の
算
定
式
の
違
い
に
あ
る
。

　

報
酬
比
例
部
分
の
算
定
式
は
、
被
保
険
者
期
間
の
平
均
報
酬
額
に
一
定
の

給
付
乗
率
と
被
保
険
者
期
間
を
掛
け
た
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、
基
礎
年
金
の

算
定
式
は
、
基
礎
年
金
満
額
（
令
和
７
年
度
で
83
万
１
、
７
０
０
円
）
に

（
保
険
料
納
付
月
数

÷

４
８
０
）
を
掛
け
た
も
の
で
あ
る
。

　

デ
フ
レ
経
済
下
で
、
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
が
発
動
さ
れ
ず
、
既
に
年
金

を
受
給
し
て
い
る
人
の
年
金
額
に
つ
い
て
は
、
給
付
調
整
（
抑
制
）
は
実
施

さ
れ
な
か
っ
た
も
の
の
、
将
来
、
年
金
を
受
給
す
る
現
役
の
被
保
険
者
に
つ

い
て
は
、
賃
金
が
目
減
り
し
た
こ
と
に
よ
っ
て
、
平
均
報
酬
額
が
減
少
し
、

算
定
式
か
ら
も
わ
か
る
よ
う
に
、
将
来
の
報
酬
比
例
部
分
の
給
付
額
が
自
動

的
に
減
少
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
こ
の
こ
と
に
よ
り
厚
生
年
金
の
財
政
に
は

プ
ラ
ス
に
作
用
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

　

一
方
、
基
礎
年
金
は
基
礎
年
金
満
額
と
い
う
定
額
に
（
保
険
料
納
付
月
数

÷

４
８
０
）
を
掛
け
る
と
い
う
算
定
式
の
た
め
、
報
酬
比
例
部
分
の
よ
う
に

賃
金
の
減
少
に
影
響
さ
れ
ず
、
な
お
か
つ
、
当
時
の
「
賃
金
が
下
が
っ
て
も

物
価
下
落
分
ま
で
し
か
下
が
ら
な
い
」
と
い
う
年
金
改
定
ル
ー
ル
の
も
と
で
、

基
礎
年
金
の
給
付
水
準
の
高
止
ま
り
が
続
き
、
基
礎
年
金
の
財
政
が
よ
り
大

き
な
ダ
メ
ー
ジ
を
受
け
る
こ
と
と
な
っ
た
（
因
み
に
、
こ
の
年
金
改
定
ル
ー

ル
は
令
和
３
年
度
以
降
、
改
め
ら
れ
て
い
る
）
。

　

ま
た
、
女
性
や
高
齢
者
の
労
働
参
加
の
進
展
に
よ
り
、
想
定
よ
り
厚
生
年

金
被
保
険
者
の
増
加
や
第
３
号
被
保
険
者
の
減
少
が
進
み
、
厚
生
年
金
の
財

政
が
改
善
し
た
こ
と
も
ス
ラ
イ
ド
調
整
期
間
の
ズ
レ
に
影
響
し
て
い
る
。

 

低
年
金
対
策
と
し
て
の
三
つ
の
基
礎
年
金
の
底
上
げ
策

　

昨
年
の
財
政
検
証
と
同
時
に
行
わ
れ
た
オ
プ
シ
ョ
ン
試
算
で
は
、
図
表
４

に
示
し
た
三
つ
の
基
礎
年
金
の
底
上
げ
策
に
つ
い
て
、
基
礎
年
金
の
給
付
水

準
を
確
保
す
る
上
で
プ
ラ
ス
の
効
果
が
あ
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
た
。

　

改
革
法
に
復
活
し
た
の
は
、
こ
の
う
ち
の
⑶
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
の
調

整
期
間
の
一
致
だ
。
こ
の
措
置
の
問
題
点
と
し
て
、
従
来
の
拠
出
ル
ー
ル
か

ら
大
き
な
変
更
と
な
る
厚
生
年
金
積
立
金
の
活
用
を
前
提
と
し
て
い
る
こ
と
、

ま
た
、
底
上
げ
に
伴
い
必
要
と
な
る
国
庫
負
担
の
財
源
確
保
策
も
明
ら
か
に

な
っ
て
い
な
い
こ
と
が
あ
り
、
国
民
の
理
解
も
十
分
と
は
言
え
な
い
。

■
地
公
退
の
基
礎
年
金
の
底
上
げ
に
対
す
る
取
り
組
み

　

地
公
退
は
、
三
つ
の
基
礎
年
金
の
底
上
げ
策
の
う
ち
、
被
用
者
保
険
の
適

用
拡
大
と
基
礎
年
金
の
拠
出
期
間
の
延
長
（
45
年
化
）
を
優
先
し
て
取
り
組

み
を
進
め
て
き
た
。
そ
の
理
由
の
一
つ
目
と
し
て
、
こ
の
二
つ
の
組
み
合
わ

せ
が
、
基
礎
年
金
の
給
付

水
準
を
高
め
る
効
果
が
最

も
大
き
い
こ
と
が
あ
げ
ら

れ
る
。

　

二
つ
目
に
、
⑶
マ
ク
ロ

経
済
ス
ラ
イ
ド
の
調
整
期

間
の
一
致
に
つ
い
て
は
、

厚
生
年
金
積
立
金
の
活
用

を
前
提
と
し
て
い
る
等
の

問
題
点
を
抱
え
て
い
る
。

三
つ
目
と
し
て
、
⑶
マ
ク

ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
の
給
付

水
準
調
整
の
終
了
が
２
０

３
６
年
度
と
な
っ
て
い
る

が
（
図
表
４
）
、
⑴
被
用

者
保
険
の
適
用
拡
大
の

「
所
定
労
働
時
間
が
週
10

時
間
以
上
の
被
用
者
を
す
べ
て
適
用
」
の
ケ
ー
ス
で
は
、
給
付
水
準
調
整
の

終
了
が
２
０
３
８
年
度
と
な
り
、
⑶
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
の
調
整
期
間
の

一
致
と
同
様
の
効
果
が
見
込
め
る
こ
と
に
あ
る
。

■
退
職
者
連
合
に
結
集
し
て
、
安
心
・
安
定
の
年
金
制
度
の
実
現
を

　

被
用
者
保
険
の
適
用
拡
大
に
つ
い
て
は
、
改
革
の
ス
ピ
ー
ド
に
問
題
は
あ

る
も
の
の
、
一
定
の
前
進
が
図
ら
れ
て
き
て
い
る
。

　

し
か
し
、
基
礎
年
金
の
拠
出
期
間
の
45
年
化
に
つ
い
て
は
、
低
年
金
対
策

と
し
て
の
基
礎
年
金
の
底
上
げ
策
の
柱
の
一
つ
と
し
て
実
現
が
求
め
ら
れ
て

い
る
も
の
の
、
保
険
料
負
担
を
求
め
る
こ
と
、
国
庫
負
担
の
財
源
確
保
が

ネ
ッ
ク
と
な
っ
て
、
昨
年
の
夏
に
、
厚
生
労
働
省
は
改
革
法
案
に
盛
り
込
ま

な
い
こ
と
を
早
々
と
宣
言
し
て
し
ま
っ
た
。
今
回
の
改
革
法
の
中
に
は
検
討

規
定
を
設
け
る
こ
と
と
な
っ
た
が
、
中
長
期
的
な
視
点
に
立
っ
て
、
基
礎
年

金
の
拠
出
期
間
の
45
年
化
を
含
め
た
課
題
を
前
進
さ
せ
る
こ
と
が
必
要
だ
。

　

地
公
退
は
、
退
職
者
連
合
に
結
集
し
て
、
被
用
者
保
険
の
適
用
拡
大
と
基

礎
年
金
の
拠
出
期
間
の
延
長
に
よ
る
低
年
金
対
策
の
充
実
を
図
り
、
安
心
・

安
定
の
年
金
制
度
の
実
現
に
む
け
て
引
き
続
き
取
り
組
み
を
強
化
し
て
い
く
。
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図表２　2004年の年金改正図表３　マクロ経済スライド調整の始期と終了時期
　　　　（過去30年投影ケース）

図表４　2024年オプション試算の結果で
　　　　示された三つの基礎年金水準の
　　　　底上げ策（過去30年投影ケース）

①保険料率を引き上げ、上限を固定

（厚生年金13.58％→18.3％） 

②基礎年金国庫負担の引き上げ 

（３分の１→２分の１） 

③積立金の活用 

④マクロ経済スライドの導入 

（給付と負担の均衡を図る仕組み）

厚生年金
（報酬比例部分）

2004年
[25.7％]

→
2023年
[21.8％]

2024年
[25.0％]

→
2026年
[24.9％]

基礎年金
（二人分）

2004年
[33.7％]

→
2023年
[28.4％]

2024年
[36.2％]

→
2057年
[25.5％]

2004年の財政再計算時の
見通し①

2024年の財政検証時の
見通し②

※[]内は所得代替率。所得代替率とは、現役世代の収入（ボーナス含む）に対
するモデル世帯（夫：40年間就労、妻：専業主婦）の年金額の割合

出所：厚生労働省資料より地公退作成

＋5.9％
（2038）

＋6.9％
（2055）

＋5.8％
（2036）

⑴被用者保険の適用拡大
所定労働時間が週10時間以上の被用者をす
べて適用(860万人拡大)

（備考）（）内は給付水準調整の終了年度。

出所：厚生労働省資料より地公退作成

オプション試算で示された
基礎年金の底上げ策

所得代替率
への影響

⑵基礎年金の拠出期間の延長(40年→45年)

⑶マクロ経済スライドの調整期間の一致


